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戦後，日本の平均寿命の伸長は目覚しく，これに伴いその性差も拡大し，1950年で3.50年，
1970年では5.35年，1980年で5.41年，2000年では6.88年といずれも女性の方が長い。その性差
の推移について年齢分布と主要な死因構造の差異から観察する。
年次ごとに 法により，平均寿命の性差の年数を年齢階級および各主要死因によ

る寄与年数に分割する。
平均寿命の性差への寄与年数は，1950年では結核0.54年，脳血管疾患0.38年，不慮の事故

0.76年であり，1970年では結核0.24年，悪性新生物0.83年，脳血管疾患1.30年，不慮の事故
1.15年となり結核の寄与が減少し，悪性新生物と脳血管疾患は増大した。1980年では悪性新生
物がさらに増大し1.31年，脳血管疾患0.86年，不慮の事故0.69年である。2000年では悪性新生
物が大きく突出して2.24年，虚血性心疾患0.51年，脳血管疾患0.62年，肺炎0.65年，不慮の事
故0.57年，自殺0.51年でほぼ同程度である。年齢層では65～74歳をピークとした55歳以降の中
高齢層での格差が大きく，年次とともにそれらはより顕著になり，また高齢へとシフトしてい
る。また，20歳前後の寄与もやや大きい。
平均寿命の性差の背景として，1950～1970年では結核，不慮の事故および脳血管疾患による

寄与が大きく，その後，特に1980年以降では悪性新生物による寄与が急激に増大し，今後の性
差の推移に大きな影響を与えると思われる。また，年齢層では20歳前後の不慮の事故と特に55
歳以降の中高齢層での格差が拡大し，さらに高齢へとシフトしている。しかしながら，1999年
以降，格差の伸びが急速に減衰している。その推移についてはまだ資料不足のため今後の課題
とするが，この現象は今後の男女の寿命および性差の予測を困難にしている。

平均寿命，性差，寄与年数，主要死因別死亡率

Ⅰ

第二次世界大戦後，世界の多くの国で平均寿
命の伸長がみられ，日本の平均寿命も1950年以
後目覚しく伸長した。1960年代に先進国への仲
間入りを果たし，男性では1980年代前半に世界
の最長寿に追いつき，その後並走している。女
性は1980年代半ばで世界第１位の長寿国とな
り，その後も２位以下に差をつけて伸長してい

る。これらの平均寿命の伸長は死亡率の低下に
よるものであるが，この50年間でその様相は変
化してきた。その背景として，戦後まず公衆衛
生活動による生活環境の改善と抗生物質をはじ
めとする医薬品の発達などにより消化器系感染
症や結核の死亡率が大きく低下し，次いで，高
度経済成長により生活水準や食生活が向上し，
塩分摂取量の減少や動物性食品の摂取の増加に
より脳血管疾患の死亡率が低下し，延命に大き
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な貢献を果たしてきた１)-６)。
日本人の平均寿命は，男では1950年の59.57

年から2000年の77.72年へ18.15年伸長し，女も
同じく62.97年から84.60年へ21.63年と著しく
伸長した。これらの平均寿命の伸びと死因構造
の1950年から2000年までの時系列的変化との関
係についてはすでに報告した７)。また，平均寿
命はいずれも女性の方が長く，寿命の伸びとと
もにその性差も拡大し，現在ではほぼ７年の格
差がある。本稿ではこの性差の拡大について，
その年齢分布と主要な死因構造の差異について
観察する。

Ⅱ

死亡データは，人口動態統計（厚生労働省)８)

から1950～2000年の各年について死因別，性別，
年齢階級別死亡数を用いた。年齢階級は０歳，
１～４，５～９，10～14，…，100歳以上であ
る。また各年での死亡数には多少なりとも年次
変動が含まれるため，前後の年を含めて３年平

均とした。ただし，両側の1950年は1951年との
２年平均，2000年は1999年との２年平均とした。
生命表は1950～2004年まで，５年間隔の完全
生命表（厚生労働省）および各年の簡易生命表
（同）を用いた９)。人口は国勢調査報告（総務
省統計局）から1950～2000年まで，５年間隔を
用いた10)。
死因分類は， に示すように1950年の
-６以降ほぼ10年間隔に４回の変更が行わ

れ，現在の -10に至っている11)。この -
10では傷病の分類がそれまでのものから大きく
見直され，以前の分類と継承の難しいものも出
てきた。
主要な死因分類として，胃腸炎，結核，悪性
新生物，虚血性心疾患，他の心疾患，高血圧性
疾患，脳血管疾患，肺炎・気管支炎（以下「肺
炎」），不慮の事故，自殺の10分類および残りの
死因を「その他」としてまとめ，合わせて11分
類とした。肝臓疾患，腎臓疾患などは主要な死
因として扱うべきであるが，死因分類での継承
の難しさなどの理由により「その他」に含めた。

これらの死因分類は重
松５)６)，久永12)などが
作成したものをもとに
若干の変更と -10
の分類を新たに付け加
えたものである。
次に，２つの平均余
命の格差を評価する方
法として，比較的容易
な 13)14)の方
法を用いた。これは，
２つの生命表があると
き，これらの平均余命
の格差を年齢階級別死
亡率の差異によってそ
の年齢階級での格差へ
の寄与年数として表す
ものである。ここでは
平均寿命（出生時の平
均余命）について解析
を行うため次のように
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なる。
２つの生命表での平均寿命をそれぞれ 0

1，

0
2， 歳から 年間生きる生存確率を 1，
2，年齢階級（ ， ＋ －１)における中央死

亡率を 1， 2とするとき，この平均寿命
の格差は近似的に次のように表される。

0
2－ 0

1＝(1 0
1－1 0

2) 0＋
4(4 1

1－4 1
2) 2＋

5(5 5
1－5 5

2) 7.5＋
5(5 10

1－5 10
2) 12.5＋…

ここで，

＝
１
２

⎛
⎝ 0

2 1＋ 0
1 2⎞

⎠

である。中央死亡率 は生命表関数の死亡数

と定常人口 から，

＝

さらに，死因別死亡率を扱うときは，死因
に対して，全死因死亡数 と死因別死亡数

( ) から，

( )＝ ⎛
⎝

( ) ⎞
⎠

となる。したがって，平均寿命の差は，

0
2－ 0

1＝Σ(1 0
( )1－1 0

( )2) 0＋
4Σ(4 1

( )1－4 1
( )2) 2＋

5Σ(5 5
( )1－5 5

( )2) 7.5＋
5Σ(5 10

( )1－5 10
( )2) 12.5＋…

となる。
この考え方は一般に２つの生命表に対してそ
の平均余命の格差の問題に適用できるため，例
えば，時系列的あるいは性差や国際間の平均余
命の差に影響を与える年齢構造や死因構造の差
異の解析に利用できる。今回はこれを男女間の
平均寿命の格差の評価に用いた。

Ⅲ

1950年以降，男女の平均寿命は著しく伸長し，
いずれも女性の方が長く，これとともにその性
差（女の平均寿命－男の平均寿命）も拡大し，
1950年の3.50年から1972年の5.44年まで若干の
増減を繰り返しながら大きくなった。その後
いったん縮小し，1980年ころから再び拡大し，
2000年では6.88年となった（ ）。これらの
男女差をその年齢分布および死因構成の差異に
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注 年齢は，スペースの都合上，２階級ごとに表示している。
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よる寄与年数として表し，1950年から2000年ま
で10年間隔の年次推移を ～ に示す。
まず，全死因での性差への寄与年数の年齢階

級別分布の推移（ ）をみると，いずれの年
次においても65～74歳をピークとする55歳以降
の中高年齢層で大きく，近年では75～94歳の寄
与も急増している。０歳の乳児では1950～1960
年で若干の寄与がみられるが，その後小さく
なっている。また，青壮年層（15～44歳）での
寄与は1970年の1.04年まで増大し，その後は低
下し0.70年前後で横ばいである。
死因別では，まず全年齢についての寄与年数

の推移を に示す。悪性新生物の寄与年数は，
1950年の0.15年から増大し，1980年以降では寄
与の第１位となり，2000年では2.24年へと全体
の約30％を占めている。脳血管疾患と不慮の事
故による寄与の推移はほぼ同様で，1970年まで
増大し，その後低下して0.50～0.70年で横ばい
である。また，虚血性心疾患，肺炎が増大し，
0.50年前後になっている。2000年における自殺
も大きい。一方，結核は死亡率の低下とともに
性差も消失している。
次に，死因別，年齢階級別の詳細分布の推移

を に示す。胃腸炎の寄与が1950～1960年の
０歳で若干みられるが，その後消失している。
結核は1950年の25～64歳でやや寄与があるが，
1960～1970年で低下し，その後消失している。
悪性新生物は1950年の55～74歳で微少であるが
確認でき，その後，急激に増大し，他の死因か
ら突出している。虚血性心疾患は1960年の55～
74歳で差異が現れ，次第に大きくなり，2000年
では0.51年の寄与である。高血圧性疾患は全体
的に特に差はみられない。脳血管疾患は悪性新
生物と同様に55歳以降の中高年齢層で寄与が大
きく，1950年で0.39年，2000年では0.63年でほ
ぼ同等に寄与している。不慮の事故はいずれの
年次でも15～24歳が高く，全年齢でも1950年で
0.76年，2000年では0.57年とほぼ横ばいである。
自殺は1980年以降で50歳前後の世代でわずかな
がら寄与しているが，2000年で２倍以上に大き
くなっている。その他では，1950～1970年の０
歳と45～84歳で大きい。全年齢でも1.20～1.35

年の寄与がある。
なお，生命表の平均寿命の変化とこの寄与の
計算で得られた寄与年数の合計とは計算手法が
簡略的であるため多少のずれが生じている。

Ⅳ

男女の平均寿命は，先進国のいずれをみても
女性の方が３年から７年ほど長い。その要因と
して死因構造の違いや，死亡率の大きさの違い
などが考えられる。日本の戦後においても男女
の平均寿命の伸長は目覚しく，男女での伸長の
パターンには主だった違いはないが，その大き
さは同等とはいえず，その格差も増大している。
生命表の年齢階級別死亡率 の1950年から
2000年まで９)の年次推移を観察すると，全体的
に年次に従って低下傾向が明瞭にみられる。特
徴的にはまず，低年齢層の死亡率の著しい低下
傾向である。次いで日本の特徴である結核を主
な要因とする青年層の小さな凸部であるが，こ
の年齢層も年次と共に低下し，凸部も縮小した。
高齢層でも順調な低下傾向を示している。性別
には女性の方が低年齢層，青年層の低率化が大
きく，特に近年での50歳代から70歳代の低下傾
向が著しい。また，1985年の日本人人口を標準
人口とした年齢調整死亡率では，人口10万人に
対して1950年では男1,639，女1,608，1975年で
は男882，女798，2000年では男535，女360と男
女ともに低下しているが，女性の方がその低下
傾向は大きい７)。
男女間の平均寿命の格差は1950年では3.50年
であったものが次第に大きくなり，1970年で
5.35年，その後いったん縮小し1975年では5.16
年となった。この縮小は脳血管疾患と不慮の事
故の低下によるものである。格差は再び増大し
1980年では5.41年，2000年には6.88年とさらに
拡大してきた（ ）。これは悪性新生物を主
とするものである。年齢層別の年次推移（
）では，まず，乳児（０歳）の男女差への寄
与は1950年では0.48年と比較的大きかったが，
1960年では0.44年，1970年では0.25年と次第に
小さくなり，2000年では0.10年にも満たなく
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なった。この性差はその他の死因によるものが
主であるが，詳細については本稿では探求しな
い。15～34歳の青年層での寄与は主に不慮の事
故に起因するもので，1950年から1970年にかけ
て若干増大したが，その後0.40年前後で推移し
ている。壮年から高年層の45～84歳は全年次を
通じて男女の格差は大きく，しかも年次ごとに
増大している。55～84歳の寿命の格差への合計
年数は1950年では2.07年，2000年では4.65年に
なった。死因では，成人病疾患の悪性新生物，
虚血性心疾患，脳血管疾患，また感染症疾患の
肺炎が1980年以降で，特に高齢の65歳以降で寄
与を大きくしている。中でも悪性新生物の寄与
は次第に増大しており，2000年では55～84歳で
1.95年となり，全体の格差の30％を寄与してい
る。寿命の性差の年次推移をまとめると，1970
年までは青年での不慮の事故と高齢層の脳血管
疾患による寄与が大きく，1980年以降では中高
年齢層における悪性新生物による寄与が大きく，
他の死因から突出していた。
今後の性差の推移を左右するものとして，悪

性新生物の死亡率の動向と高年齢層での格差が
主となると思われる。悪性新生物の死亡率では，
喫煙率の男女差の縮小や嫌煙運動などによる喫
煙率の低下が肺がん等の死亡率低下にどの程度
影響するかなど，部位別の検討も必要になろう。
また，近年の各年の平均寿命を観察すると，
1999～2000年で微少ではあるが性差が拡大し，
その後，2004年まではほぼ横ばいである。この
数年の現象が性差の拡大の縮小あるいは減少を
示唆するものか，一時的なものか，その観察と
解析は今後の課題としたい。

死因分類については -９までの重松，久
永の分類表をもとに若干の修正を加え，さらに

-10を追加した。本稿での分類でも同様に
久永氏（元福岡大学医学部公衆衛生学）に協力
していただいた。また，平均寿命の伸長の評価
方法では南條氏に指導をお願いした。深く御礼
を申し上げます。
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